平成24年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：社会教育費　目：社会教育振興費
	事業名: 放課後子ども教室推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）
教育委員会　社会教育文化課　家庭・地域教育担当　電話番号：058-272-8754
　　　　　　　　　　　E-mail：c17768@pref.gifu.lg.jp
	事業費


要求額：22,421千円（前年度予算額：22,421千円）

	事業内容


	１　事業の内容


①放課後子ども教室を実施する市町村への補助　22,000千円

②推進委員会の開催等（県実施）　421千円
	２　所要経費


　補助金　22,421千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
１ 子どもを生み育てやすい地域をつくる
  　　・市町村などが実施する放課後子ども教室の推進に向けた支援を行う　　
	２　これまでの取組状況


放課後子ども教室推進事業を行う１５市町村に補助金を交付した。

・平成２２年度の状況は、岐阜市（国から直接補助）を除き、１５市町村、６９教室（岐阜市は６５教室）

・平成２３年度は１５市町村７９教室（岐阜市を除く。）

放課後子どもプラン推進委員会を設置し、放課後子ども教室やクラブの質の向上、連携等について協議し、また、指導者等の資質向上のため研修会等を開催した。
＜具体的な取り組み：平成２２年度＞

・放課後子どもプラン推進委員会　２回開催（７月、２月）

・市町村担当者研修会　１回開催（１１月）

・放課後子どもプラン従事者研修会　３地区（１０月～１１月）で開催（岐阜、中濃、
東濃）

　・放課後子ども教室の実践例を社会教育文化課ＨＰに掲載し、啓発に努めた。
	３　これまでの取組に対する評価


　・市町村へのアンケート結果では、当該事業実施にあたって、指導員等の人材確保や施設などの狭さなどに課題があることがわかった。

　・放課後子どもプラン推進委員会では、県内の地域性を考慮した放課後子ども教室の運営のあり方について協議することができた。

　・放課後子どもプラン従事者研修会（３地区）の参加人数は２３７人で、確かなニーズがある。本年度も約２３０人の申込があり、参加者の資質向上を図る確かな研修会として定着している。今後も放課後子ども教室の開設促進に向けた市町村への支援及び市町村担当者研修会と調整を図りながら、指導者や関係者の資質向上を図る研修会の充実に取り組む必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
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手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
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予算額
	22,421
	11,140
	
	
	
	
	
	
	11,281

	要求額
	22,421
	11,140
	
	
	
	
	
	
	11,281

	決定額
	22,421
	11,140
	
	
	
	
	
	
	11,281


